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序節 一般規定 (L. 8201 条～L. 8207 条)
第１節 職業組織および監査 (L. 8211 条～L. 82115条)
第２節 会計監査役の地位 (L. 8221 条～L. 82219条)
第１款 登録 (L. 8221 条～L. 8228 条) (本誌69巻４号掲載)
第２款 会計監査役の職業倫理および独立性 (L. 8229 条～L. 822
16条) (以下, 本号)
第３款 民事責任 (L. 82217条～L. 82219条)
第３節 法定監査の実行 (L. 8231 条～L. 82321条)
第１款 会計監査役の指名, 忌避および解任 (L. 8231 条～L. 823
81 条)
第２款 会計監査役の任務 (L. 8239 条～L. 82312条)
第３款 任務の遂行方法 (L. 823121 条～L. 823181 条)
第４款 特別委員会 (L. 82319条～L. 82321条)
訳
(＊) L. 82210条, L. 82211条, L. 822111 条, L. 82215条, L. 82321 条, L. 82322
条, L. 82332 条, L. 823121 条, L. 823122 条, L. 823181 条, L. 82320条は2019
年５月22日法律第2019486号により新設または改正され, A. 823271 条は2019年６月６
日アレテにより改正された｡ そのため, 上記各条文は, Legifranceのサイトを参照し翻訳











































































L. 82211条 (2016年３月17日オルドナンス第2016315号第24条, 2016年６











































L. 822111 条 (2016年３月17日オルドナンス第2016315号第25条, 2016年
６月17日施行) Ⅰ.－ 公益事業団体の会計監査役は, 当該会計監査役が所属
するネットワークの構成員が, L. 2333 条ⅠおよびⅡの意味において当該公益
事業団体により支配され, かつその住所が欧州連合外に置かれている個人また












112(810) 法と政治 70巻 2号 (2019年 8月)
(８) social
(９) analyse
(10) mesures de sauvegarde
(計算書類の証明以外の役務の提供)
L. 822112 条 (2016年３月17日オルドナンス第2016315号第25条, 2016年








L. 822113 条 (2016年３月17日オルドナンス第2016315号第25条, 2016年
６月17日施行) Ⅰ.－ ① 会計監査役は, 自らが計算書類を証明する任務を



















法と政治 70巻 2号 (2019年 8月) 113(811)



















査役および会計監査役会社において L. 8229 条第１項所定の会計監査役の職
務を遂行する者は, 少なくともその職務の停止後３年間は, その者が監査する
個人または事業団体において, 指揮者, 取締役, 業務監査役会構成員に指名さ
れること, または指揮に関する地位に就くことができない｡≫
② 前項と同一の期間中, 会計監査役の職務を遂行する者は, その者が計算書
類を証明した個人 (2005年９月８日オルドナンス第20051126号第14条) ≪ま










































６月17日施行) Ⅰ.－ 自然人である会計監査役, および会計監査役会社にお
ける L. 8229 条第１項所定の者は, 連続した６会計年度を超えて, 公益事業
団体, L. 6121 条所定の個人および事業団体, ならびに1991年８月７日法律第










法と政治 70巻 2号 (2019年 8月) 115(813)
(会計監査役の守秘義務)













③ L. 82322 条第１項所定の個人または事業団体の会計監査役およびこれら
個人および事業団体が L. 2333 条の意味において支配している会社の会計監
査役は, これらの会社間において, 職業上の秘密から完全に解放される｡
(職業倫理規範)





















116(814) 法と政治 70巻 2号 (2019年 8月)
(14) comptes 	
｢結合計算書｣ との訳語は, フランス会計規制委員会編, 岸悦三
訳 『フランス会計基準―プランコンタブルジェネラルと連結会計基準』 (同文館出版, 2004
年) 278頁を参照した｡
(15) de prudentiel et de 	
(2005年11月16日デクレ第20051026号第45条)
(会計監査役の継続的な職業訓練)
R. 82221条 (2016年７月26日デクレ第20161026号第46条) L. 8224 条所定の
義務として法律上有効とされる可能性のある活動の種類および期間は, 全国協会
の提案に基づき, 高等評議会の意見の後に, 司法大臣たる国璽詔書のアレテによ
り決定される｡ 会計監査役は, 高等評議会またはその受任者に, この訓練の実施
を報告する｡
(訓練の目的)
A. 822281 条 (2018年２月20日アレテ) L. 8224 条所定の継続的な職業訓練
は, 会計の証明および会計監査役により実行される任務の遂行に必要な知識およ
び能力の更新および改善を確保する｡ 当該職業訓練は, 労働法典 L. 63131 条２
号および６号に定義される訓練活動に相当する｡
(訓練の期間)



















６号 L. 8224 条Ⅱ所定の特別の継続的な訓練プログラムへの参加｡
(訓練セミナー等)
A. 822284 条 ① (2018年２月20日アレテ) A. 822283 条第１号を理由とし
翻
訳
法と政治 70巻 2号 (2019年 8月) 117(815)






















A. 822286 条 ① (2018年２月20日アレテ) A. 822283 条第３号によって適















A. 822287 条 ① (2018年２月20日アレテ) A. 822283 条第４号によって適
格とされる出版は, 法定の提出年度が考慮される｡





















検討される刊行物全体で, タイトル, 見出し, 抄録および小見出しを除き, ス
ペースを含めて, 少なくとも10000語を含まなければならない｡ このように定義












たは報告者の職務を遂行している限り, A. 822283 条第５号における訓練義務
の算定に算入することができる｡ これらの委員会または作業部会とは異なる会議
への本人自らの出席は, 算入されることができない｡















法と政治 70巻 2号 (2019年 8月) 119(817)
(22) des normes comptables. 小津稚加子 ｢フランスの新しい会計基準設定機関
(ANC) の設立の経緯：戦後から現代に至る制度的・組織的変容｣ 經濟學研究 (九州大学)
81巻 2・3 号 (2014年) 1 頁以下参照｡
告の様式は, 高等評議会により定められる｡
② この義務の遵守の証明に有用な証拠書類は当該申告に添付され, 必要がある
場合には, 点検または調査の際に提出されるために保存される｡ 保存期間は, ６
年と定められる｡
(特別に継続される訓練)
A. 8222810条 ① (2018年２月20日アレテ) R. 82222条第２号所定の特別に
継続される訓練は, 会計監査役高等評議会により定められた一般的方針および専
門分野の領域において, A. 822283 条第１号所定の訓練活動への参加により充
足される｡
A. 8222811条ないしA. 8222819条 2018年２月20日アレテにより廃止｡
(特別に継続される訓練の期間)
R. 82222条 ① (2013年３月５日デクレ第2012192号第９条, 2013年７月１














[参照条文] A. 8222810条 (前述 R. 82221条の参照条文)
(任務を再開した会計監査役の義務等)




条) ≪かつこの期間中 L. 8224 条Ⅰ所定の義務を遵守しなかった≫会計
監査役は, 新しい任務の受任に先立ち, 当該会計監査役が所属する会計監査役地












120(818) 法と政治 70巻 2号 (2019年 8月)

























R. 82226条 (2018年３月21日デクレ第2018196号第10条) ≪Ⅰ.－ ① L.




≪② この期間内に正規化されなかった場合には, 会計監査役高等評議会は, 受
領証明付書留郵便により当該会計監査役を召喚し, ２ヶ月の期間内にこの者を聴
取する｡ 当事者は, 会計監査役もしくは弁護士により自己を補佐させ, または弁
護士により自己を代理させることができる｡



















会計監査役の資格を使用することの禁止をもたらす｡ R. 82425条および R. 824
27条の規定が適用される｡≫










③ 地方委員会は, 当該請求を (2016年７月26日デクレ第20161026号第501
｡
条)

















② 名簿からの除外を宣告する決定の通知以降, 当該当事者は, もはや (2016年
７月26日デクレ第20161026号第51条) ≪専門職≫の構成員ではない｡ 当該当事
者は, 自己の名において, およびその責任のもとで, 会計監査役の専門職を遂行

















































法と政治 70巻 2号 (2019年 8月) 123(821)




L. 82217条 ① (2005年９月８日オルドナンス第20051126号第18条) 会計
監査役は, その職務の遂行中に犯した自らのフォートおよび懈怠による損害の
結果について, 個人であれ事業団体であれ, 第三者に対して, 責任を負う｡
② しかしながら, 会計監査役の責任は, その任務の遂行に際して当該会計監
査役が行った事実の報道または公開については, 責任を問われえない｡
③ 会計監査役は, 会社指揮者および会社受任者が犯した犯罪につき, 認識し
ていながら, 総会または L. 8231 条所定の権限を有する機関に対する報告書
においてその旨を指摘しなかった場合を除き, 民事上, 責任を負わない｡
(損害賠償責任保険)







































A. 82232条 これらと同一の契約は, 黙示の年次更新条項を記載する｡
(1972年３月13日アレテ第４条)
(担保の執行に関する異議)




R. 82237条 (2016年７月26日デクレ第20161026号第56条) ≪R. 82236条≫所
定の保険義務は, (2016年７月26日デクレ第20161026号第56条) ≪R. 82260
条≫所定の要件の下に, 会計監査役会社に適用される｡
(責任追及訴権の時効)
L. 82218条 会計監査役に対する責任追及訴権は, L. 225254条所定の要件の
下に時効消滅する｡
(適用条件)
























[参照条文] R. 8222 条ないし R. 8227 条 (L. 82211 条および L. 82212 条
の参照条文)
(ハンディキャップのある受験者)
D. 82271 条 ① (2013年３月５日デクレ第2013192号第７条, 2013年７月
１日施行) 会計監査役職業準備証明, 会計監査役職業適性証明ならびに R. 8226















③ これらの措置の特典を求める受験者は, 本国, 海外県, サン・ピエール・エ・
ミクロン, サン・マルタンまたはサン・バルテルミ島において実施される試験に


















126(824) 法と政治 70巻 2号 (2019年 8月)
(28) avis













































≪Ⅱ.－ ① 加えて, 公益事業団体においては, 会計監査役は, 2014年４月
16日第537/2014号 (UE) 規則第16条の規定に従って選任される｡
② 前記規則の第16条第２項ないし第５項は, 会社の登録のために必要となる
定款による選任にも, 商法典 L. 8234 条および通貨および金融法典 L. 21472








L. 82321 条 公益事業団体は, 少なくとも１人の会計監査役を指名する｡
(会社グループを形成している場合)















































欧州理事会2014年４月16日第537/2014号 (UE) 規則第18条が, さらに加えて
適用される｡≫
(公益事業団体の会計監査役の任期)
L. 82331 条 (2016年３月17日オルドナンス第2016315号第32条, 2016年６




法と政治 70巻 2号 (2019年 8月) 129(827)
(32) 
うことができない｡




Ⅱ.－ Ⅰ第１項所定の期間満了時に, 公益事業団体が, 任意に, または法的



















L. 82332 条 L. 8233 条第１項にかかわらず, 会計監査役が, 任意に, また









































R. 82362 条 ① (2016年７月26日デクレ第20161026号第75条) 公益事業団
体の会計監査役は, L. 82331 条 Vを適用して, その最初の委任開始日付の決
定に関し, 高等評議会事務局に質問することができる｡ 当該会計監査役は, その
請求書に以下のものを添付する；




② 高等評議会事務局は, 請求書の受領を通知し, その質問の取り扱いを検討す
る期間を利害関係者に示す｡





法と政治 70巻 2号 (2019年 8月) 131(829)
とができる｡ 事務局は, 専門家を召喚することができる｡
⑤ 事務局の回答は, 受領証明付書留郵便により, 請求書を作成した会計監査役
に送付される｡
(会計監査役の選任に関する裁判上の請求)











L. 8235 条 ① (2005年９月８日オルドナンス第20051126号第19条) 会計
監査役会社が他の会計監査役会社に吸収されたときは, 存続会社は, 消滅会社
との委任契約満了の日付まで, 消滅会社に付与された委任を継続する｡
② しかしながら, (2016年３月17日オルドナンス第2016315号第33条, 2016







































R. 8235 条 ① L. 8236 条および L. 8237 条所定の場合において, 商事裁判所
は, 会計監査役の職務の忌避または罷免について, レフェレの形式をもって決定
する｡ 職務の忌避または罷免の請求は, 会計監査役に対して, およびその者を選
任した個人または事業団体に対して, なされる｡ 会計監査役の忌避の請求は, そ
の選任から30日以内に提出される｡
② 前項の請求が共和国検事から発せられるときは, 当該請求は, 申請書をもっ
て提出される；当該請求が金融市場庁 (2016年７月26日デクレ第20161026号第
75条) ≪または健全性監督破綻処理庁≫から発せられるとき, 当該請求は, 受領
証明付書留郵便によりなされる｡











法と政治 70巻 2号 (2019年 8月) 133(831)
(33) Dalloz社の “Droit des (2019 	
)” によれば, ｢企業委員会｣ との文言の
直後に ｢[社会および経済委員会]｣ との文言が記載されているが, 現行法ではかかる文言
は削除されているため, 本稿においては記載を省略した｡







③ L. 8236 条に基づき宣告される忌避の場合も, 同様とする｡
(1969年８月12日デクレ第69810号第70条)
(会計監査役の罷免)











② 前項の規定は, 商事会社以外の者については, 総会または権限ある機関の
構成員の５分の１の請求に基づき適用される｡
(再任されない場合)
L. 8238 条 (2005年９月８日オルドナンス第20051126号第19条) 会計監査
役の任務の満了の際に, 総会または権限ある機関に当該会計監査役を再任しな













[参照条文] R. 8235 条および R. 8236 条 (前述 L. 8236 条の参照条文)
134(832) 法と政治 70巻 2号 (2019年 8月)
(34) 前掲注(33)参照｡
(報告書等の付託)





































R. 8237 条 ① (2016年７月26日デクレ第20161026号第76条) 会計監査役は,









































136(834) 法と政治 70巻 2号 (2019年 8月)
(36) anomalies significatives
⑦ 会計監査役は, 特に, L. 2251021 条の第１項ないし第３項所定の情報の正
確性および真正を証明する｡
⑧ 会計監査役は, その証明が公益事業団体の計算書類に関するときは, 欧州議
会および欧州理事会2014年４月16日第537/2014号 (UE) 規則第10条所定の要求
を遵守する｡
⑨ 当該報告書は, 自然人である会計監査役により, またはその委任が会計監査
役会社に与えられているときは L. 8229 条第１項所定の者により, 署名される｡
(恒久的任務)



















L. 823101 条 (2016年３月17日オルドナンス第2016315号第232
｡
条, 2016
年６月17日施行) L. 8239 条最終項所定の報告書から生ずる情報提供義務にか
かわりなく, および L. 82316条Ⅲならびに本法典 L. 2341 条ないし L. 2344
翻
訳
法と政治 70巻 2号 (2019年 8月) 137(835)





L. 82311条 (2005年９月８日オルドナンス第20051126号第19条) 会計監査
役は, 株主間, 社員間または権限ある機関の構成員間において, 平等が遵守さ
れていたことを確認する｡
(不正規性等の総会等への通報)
L. 82312条 ① (2005年９月８日オルドナンス第20051126号第19条) 会計
監査役は, 直近の総会または権限ある機関の会議に, 自己の任務の履行中会計
監査役により発見された不正規および不正確を通報し (2016年３月17日オルド












L. 823121 条 ① 自己の委任契約の期間が３会計年度に制限されている場











138(836) 法と政治 70巻 2号 (2019年 8月)
て, 当該会社が当面している財務上, 会計上および業務執行に関するリスクを




② 当該会計監査役は, L. 22319条, L. 22327条, L. 22334条, L. 22342条,
L. 22540条, L. 22542条, L. 22588条, L. 22590条, L. 225103条, L. 225
115条, L. 225135条, L. 225235条, L. 225244条, L. 226101 条, L. 22710
条, L. 2323 条, L. 2324 条, L. 2336 条, L. 23313条, L. 2376 条および L.
2392 条所定の注意義務および報告の履行を免除される｡
(同上)
R. 82322条 ① (2009年２月25日デクレ第2009234号第６条) 合名会社, 合
資会社, 有限会社および簡易株式発行会社に対する特別の職業上の遂行規範に関
する L. 823121 条の適用のために, 貸借対照表の総額は1,550,000ユーロ, 税抜
きの売上高は3,100,000ユーロおよび当該会計年度中に雇用されていた常勤の従
業員の平均人数は50人に定められる｡
② 貸借対照表の総額, 税抜きの売上高および会社の従業員の平均人数は, R.
123200条第４項, 第５項および第６項に従って, 決定される｡
(任期が制限された会計監査役に適用される規範)





L. 823122 条 特に会計監査役を選任しなかった被支配会社に対しては, L.
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(審査および監査の方法)
L. 82313条 ① (2005年９月８日オルドナンス第20051126号第19条) 当該
年度中いつでも, 会計監査役は, 自己が適宜であると判断する一切の審査およ
び一切の監査を, 全員でまたは個別に実行し, 会計監査役がその任務の遂行に
際して有益であると評価する一切の文書, 特に一切の契約書, 帳簿, 会計文書
および議事録原簿をその場で提供させることができる｡






L. 82314条 ① (2005年９月８日オルドナンス第20051126号第19条) L.
82113条所定の調査は, 当該会計課監査役が計算書類を証明する責任を負って
いる個人または事業団体に対してと同様, (2016年３月17日オルドナンス第
2016315号第38条, 2016年６月17日施行) ≪L. 2333 条ⅠおよびⅡの意味
において≫それらを支配しまたはこれらの者に支配されている個人または事業
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(37) formalisme
(２名の会計監査役の選任が義務付けられている場合)






































A. 8233 条 (2011年６月21日アレテ) 司法大臣たる国璽詔書により認可され
た, ２名以上の会計監査役により実行される計算書類の監査に関する専門職上の
行為規範は, 以下に記載される：(略)











会計監査役が L. 82319条の規定に服する個人または事業団体, または同条の
意味における特別委員会を任意に備えている個人または事業団体のもとで行動















の役務を詳細に説明する L. 8203 条所定の情報の更新
(41)
｡






R. 823211 条 ① (2016年７月26日デクレ第20161026号第84条) L. 82316
条Ⅲの適用により作成される補足報告書は, 遅くとも R. 8237 条所定の報告書
の署名日に, L. 82319条所定の特別委員会またはこの委員会の職務を遂行する
機関に提出される｡


















監査役は, これらの機関の請求に応じて, 遅滞なく, 同報告書を当該機関に報知
する｡
(公共機関の公的計算書類の証明)












たは L. 8231 条所定の権限ある機関の会議すべてに, 招集される｡
(会計監査役の報酬)






は L. 2333 条ⅠおよびⅡの意味で当該公益事業団体を支配しまたは当該公益
事業団体により支配されている個人に対して, 当該会計監査役が計算書類の証
明以外の役務を提供しているとき, これら他の役務のために請求される報酬の
総額は, 当該公益事業団体, および必要がある場合には, 当該公益事業団体を
翻
訳









③ 加えて, 会計監査役は, 2014年４月16日第537/2014号 (UE) 規則第４条
第３項の規定を遵守する｡
Ⅲ.－ 高等評議会は, 会計監査役の請求に応じて, ２会計年度を超えない期
間中, Ⅱ所定の上限を超えることを, 当該会計監査役に許可することができる｡
(任務計画および作業プログラム)
R. 82311条 ① １人または２人以上の会計監査役の作業は, 監査される個人







































なお, Dalloz社の “Droit des (2019 )” に






















会長は, 任意の当事者により, R. 82312条で示されている数値にかかわりなく
請求の申立てを受ける｡ この請求は, 必要と評価される時間数および請求される
例外の理由を示す｡ 当該請求は, 任務の実行に先立って提出される｡ 他の当事者
は, その通知を受ける｡
② 地方協会の会長は, その請求から15日以内に, その決定を行う｡ この決定は,
R. 82318条所定の要件に基づき申立てを受け, 決定を下す地方懲戒 (2016年７
月26日デクレ第20161026号第79条) ≪委員会≫に対する上訴の対象とされるこ
とができる｡
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(1969年８月12日デクレ第69810号第123条)
(適用除外)


























８号 都市計画法典 L. 3211 条により規律される建設混合経済会社；
９号 建築および住居法典 L. 4112 条以下により規律される商事企業の会計規
則に服する適正家賃住宅機構；







合およびその連合体, および労働法典 L. 21351 条所定の従業員または使用者の
非営利社団≫
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(45) compagnies 	
holding
(46) administrateurs et mandataires judiciaires









② 会計監査役が別の地方協会に所属するとき, 和解の試みは, 最初に申立てを
受けた地方協会の会長により進められる｡









は, 聴聞の15日以上前に, 受領証明付書留郵便により, 地方
委員会のもとに出頭するべき当事者を召喚する｡ 聴聞がされる場合には, 当該事
務官は, 普通郵便により, 聴聞の日付を当事者の弁護士に通知する｡
⑥ 地方委員会に出頭すべき召喚状の受領後, 当事者は, 書類を検討することが
できる｡ 当事者は, 弁護士による補佐を受け, または弁護士を代理させることが
できる｡ 当事者およびその弁護士は, もっぱら手続を行うために, 書類の全部ま
たは一部の写しを自己に交付させることができる｡




⑧ 事務官は, 受領証明付書留郵便により, 決定を利害関係者に通知する｡
⑨ 当事者に弁護士がいる場合には, 当該弁護士は, 普通郵便により決定の写し
を受け取る｡
(控訴)
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(48) L. 8212 条参照｡
(報告書の公開等)
R. 82321条 ① (2016年７月26日デクレ第20161026号第83条) 公益事業団体
または金融会社のもとで選任された会計監査役は, 会計年度終結後４ヶ月以内に,
2014年４月16日第537/2014号 (UE) 規則第13条の規定に従って作成された, と
りわけその固有の構造についての透明性に関する報告書をインターネットサイト
上で公開する｡



























② 受領証は, 完全な書類の受領の際に, 利害関係者に交付される｡
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④ 事務局は, 完全な書類の受領から起算して１ヶ月の期間内に, 理由の付され
た決定により判断を下す｡ この期間中に維持された無回答は, 請求の受諾とみな
す｡
⑤ 事務局の決定は, 受領証明付書留郵便により, 請求者に通告される｡
(高等評議会の検証および結論の伝達)
R. 823213 条 (2016年７月26日デクレ第20161026号第84条) 公益事業団体の
会計監査役は, L. 82319条所定の特別委員会または同委員会の職務を遂行する






R. 82322条 ① (2009年２月25日デクレ第2009234号第６条) 合名会社, 合
資会社, 有限会社および簡易株式発行会社に特有の専門職上の行為規範に関する
L. 823121 条の適用については, 貸借対照表の総額は1,550,000ユーロに, 税抜
きの売上高は3,100,000ユーロに, および当該事業年度中に雇用されていた常勤
の従業員の平均人数は50人に, 定められる｡
② 貸借対照表の総額, 税抜きの売上高および従業員の平均人数は, R. 123200
条第４項, 第５項および第６項に従って決定される｡
[参照条文] R. 823211 条および R. 82322条 (前述 L. 82316条および L. 823
121 条の参照条文)
(報酬に関する紛争の管轄)
L. 823181 条 (2016年３月17日オルドナンス第2016315号第42条, 2016年
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び金融法典 L. 5111 条Ⅱの意味における金融会社において, 場合に応じて,
管理責任を負う機関または監督機関の責任の下で行動する特別委員会は, 会計
および財務情報の周到な準備および監査に関する問題の調査を確実に行う｡
Ⅱ.－ ① この委員会の構成は, 場合により, 管理または監督責任を負う機
関により定められる｡ その構成は, 指揮に関する職務を遂行する構成員を除外
して, 当該会社の管理または監督責任を負う機関の現職の構成員のみを委員会




② 管理, 指揮および監督の責任を負う機関の権限を妨げることなく, この委
員会は, とりわけ, 以下の任務を負う：










関に宛てられたこの推薦は, 前記2014年４月16日第537/2014号 (UE) 規則第
16条の規定に従って周到に準備される；１人または２人以上の会計監査役の委
任の更新が, L. 82331 条所定の条件に基づき検討されるときには, 委員会は
また, この機関に推薦を述べる；
４号 委員会は, その任務につき, 会計監査役によってこれを実行する；公益










６号 公益事業団体については, 委員会は, L. 822112 条所定の役務の提供
を承認する；
７号 委員会は, 管理責任を負う機関または監督機関に, 自らの任務の遂行を
定期的に報告する｡ 委員会はまた, 計算書類の証明責任の結果, この任務が財
務情報の完全性に寄与した方法を, およびこの手続きにおいて委員会が果たし
た役割を, 報告する｡ 委員会は, 直面しているすべての困難について, 遅滞な
く前記機関に報知する｡
(特別委員会を要しない組織)
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(50) organismes de titrisation





















L. 82321条 特別委員会またはその職務を遂行する機関は, 以下に関する情
報について守秘義務を負う：
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